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Abstract

　Plastic is indispensable material in our daily life. Most plastic products are formulated with organic 
additives to archive desired specifications such as plasticizing or flame retardancy. Due to their 
persistence, bioaccumulation potential, and toxicity, many of which are governed by the RoHS directive 
and REACH regulation in Europe, and the TSCA in the United States. In order to comply with these 
regulations and legislation, reliable analytical methods for organic additives in plastic products are 
necessary. In this article, therefore, the current status and issues of analytical methods that will be useful 
for the development of reference materials were reviewed.

1．はじめに 

我々の身の回りには，様々な化学物質が使用されてい
る．化学物質は豊かな生活を実現させる一方で，人や生
態系へ悪影響を及ぼすものがある．化学物質を適切に管
理し，人や環境に悪影響を与えるのを未然に防止するた
めには，国内のみならず，国際的な環境施策の実施や事
業者による自律的な管理を進める必要がある．このよう
な取り組みを促進するためには，信頼性の高い分析値に
基づいた環境負荷量の把握や環境動態解明，排出実態や
製品中の残留量等の把握が必要になる．そのためには，
信頼性の高い分析法の開発が必要であり，そして分析値
や分析法の信頼性を確保するためには，標準物質の存在
が不可欠である．標準物質には，大きく純物質系標準物
質と組成標準物質がある 1）が，特に後者は，分析対象試
料と類似したマトリックス中の物質の濃度を決定した標
準物質である．そのため組成標準物質は，マトリックス
に含まれる夾雑物質による影響を低減もしくは除去する
ための抽出・精製処理だけでなく，その後の機器測定が
適切に行われているかどうかを評価するために有効な標

準物質である．組成標準物質には鉄鋼等の金属標準物質，
セラミックス等の無機標準物質，石炭等の化石燃料標準
物質，プラスチック等の樹脂標準物質，海水などの環境
標準物質，動物や穀類などの生体・食品標準物質，他に
も臨床標準物質，同位体標準物質といった様々なマト
リックスを持つ標準物質がある 1）が，我々の生活と密接
に関係しているマトリックスのひとつといえば，プラス
チックが挙げられる．

昨今は，急速にプラスチックに係る議論が活発化して
おり，プラスチック製品に含まれる添加剤，特に生物蓄
積性，環境残留性，有害性が高い有機系添加剤の分析の
重要性が高まっている．しかしながら，プラスチック中
の有機系添加剤分析は，対象物質によっては分析法その
ものが確立されていないことが課題点として挙げられ
る．精確な分析法がなければ，プラスチック組成標準物
質の開発は不可能であり，プラスチック組成標準物質が
無ければ分析法や分析値の信頼性の確保は困難である．
以上の背景から本調査研究では，プラスチック中の有機
物質に着目し，プラスチックの有機系添加剤に使用され
る化学物質に係る国際的な規制状況についてまとめ，今
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ビスフェノール A（TBBPA）と中鎖塩素化パラフィン
（MCCP）が候補に挙がっており，現在追加に関する検
討が進められている 3）．

2.2　REACH 規則 2）

REACH 規 則 と は The Registration, Evaluation, 
Authorisation and Restriction of Chemicals Regulation
の略称で，人の健康と環境の保護，欧州化学産業の競争
力の維持向上等を目的とした，欧州における物質そのも
の・調剤中の物質・成形品中の物質の登録（届出）・評価・
認可・制限に係る制度である．特に，原文第 5 条に「No 
Data No Market（データなくして上市なし）」とあるよ
うに，製造・輸入事業者は登録されていない物質を欧州
で販売することができない．人の健康や環境への影響が
懸念される物質を製造・輸入・使用する場合は，欧州化
学品庁（ECHA）の認可を得る必要があり，この認可が
必要な物質を認可対象物質と呼ぶ．認可対象物質にはそ
の候補となる物質（認可対象候補物質）があり，欧州で
製造・輸入する成形品中に重量当たり 0.1 % 以上含有し，
かつその物質の取扱量が年間 1 トン以上の場合，ECHA
への届出の必要がある．さらに，決められた条件内のみ
で製造・輸入・使用が可能である制限対象物質もあり，
対象物質は製造・輸入・使用に関する認可申請は行うこ
とができない．2022 年 7 月現在のそれぞれの収載物質数
は，認可対象物質が 59 物質 4），認可対象候補物質が 224
物質 5），制限対象物質が 71 物質 6）である．

2.3　有害物質規制法（TSCA）
TSCA とは，The Toxic Substance Control Act の略

称であり，人の健康および環境を損なう不当なリスクを
もたらす化学物質および混合物に関する米国の規制であ
る．米国で新規化学物質を製造もしくは輸入する場合，
または既存化学物質を新規利用のために製造もしくは輸
入する場合の事前通知や許可取得義務のほか，化学物質
の有害性情報提供義務等を定めている 7）．TSCA では，
米国で製造，輸入または加工されたことがある物質は，
既存化学物質として TSCA インベントリーとよばれるリ
ストに記載されており，現在約 83000 物質が収載されて
いる 8）．それに対し，上記のリストに含まれていない化
学物質は新規化学物質となり，米国環境保護庁（USEPA）
への届出義務が発生する 9）．

TSCA インベントリーの各化学物質には様々な規制や
制限を示すフラグが付与されており，「重要新規利用規
則」や「有害化学物質および混合物の規制」といった規
制が S や R のようなアルファベットとして付記されてい

後の標準物質開発に有用となりうる有機系添加剤の分析
法の現状について調査を行った．

2．代表的な製品含有化学物質管理規制

世界には様々な化学物質管理規制あり，日本では化学
物質審査規制法（化審法）や化学物質排出把握管理促進
法（化管法），欧州では RoHS 指令，REACH 規則そし
て米国では有害物質規制法（TSCA）が主に挙げられる．
日本の化審法や化管法は化学物質そのものを規制対象に
しているのに対し，RoHS 指令，REACH 規則，TSCA
では製品に含有されている化学物質を規制対象としてお
り，製品には多くのプラスチックが使用されている．ま
た，これらの法規制には規制値が存在し，遵守するため
には規制対象物質を精確に分析する必要がある．本節で
は，RoHS 指令，REACH 規則，TSCA の 3 つの製品含
有化学物質管理規制について概説する．

2.1　 RoHS 指令 2）

RoHS 指 令 と は The Restriction of the Use of the 
Certain Hazardous Substances in Electrical and 
Electronic Equipment の略称で，人の健康の保護および
廃電気・電子製品を環境に影響を与えないよう再生・処
理するため，電気・電子製品に含有される有害物質の使
用制限を目的とした指令である．一部用途については適
用除外があるが，特定有害物質が最大許容濃度を超える
量を含む電気・電子製品は欧州で製造・販売することが
できず，欧州を商圏とする日本のメーカーも対応が必要
である．表 1 に特定有害物質の一覧とそれぞれの最大許
容濃度を示す 2）．現在，無機物質 4 種類，有機物質 6 物
質が規制対象となっている．最大許容濃度はカドミウム
については重量当たり 0.01 %，それ以外は 0.1 % である．
新たな有機物質の規制対象物質としては，テトラブロモ

表 1　RoHS 指令における特定有害物質の最大許容濃度 2）

 

分類 物質名 
最大許容濃度 
[単位：% 
（質量分率）] 

無機物質 

鉛 0.10 
水銀 0.10 
カドミウム 0.01 
六価クロム 0.10 

有機物質 

ポリブロモビフェニル（PBB） 0.10 
ポリブロモジフェニルエーテル（PBDE） 0.10 
フタル酸ジ（2-エチルヘキシル）（DEHP） 0.10 
フタル酸ベンジルブチル（BBP） 0.10 
フタル酸ジ（n-ブチル）（DBP） 0.10 
フタル酸ジイソブチル（DIBP） 0.10 

 



193産総研計量標準報告　Vol. 11, No. 2 2024年 6 月

プラスチック製品に含まれる有機系添加剤の分析法に関する調査研究

くするための難燃剤，主に PVC に使用される安定剤の
ほか，酸化防止剤，紫外線安定剤等がある．一般的な樹
脂への機能付与剤の添加量は可塑剤が重量比で 10 % か
ら 70 % と最も多く，次いで難燃剤は 1 % から 25 %，そ
れ以外の添加剤は 0.001 % から 5 % 程度の少量の割合で
配合されている 11）-13）．このように可塑剤，難燃剤をは
じめとする機能付与剤は様々な割合でプラスチックへ添
加されており，これらに使用される化学物質に関する管
理規制も年々強化されている．次節では，機能付与剤の
うち需要の高い可塑剤，難燃剤，近年規制強化が議論さ
れている帯電防止剤の 3 種類をピックアップして解説す
る．

3.1　可塑剤
可塑剤はプラスチックの溶融温度や粘度を低下させて

加工性を向上させることや最終製品に柔軟性等を持たせ
ることを目的として添加されるものである．添加され
る樹脂は PVC が大部分であり，それ以外は極めて少な 
い 16）．可塑剤として用いられる主要な有機物質として，
フタル酸エステル類（PAE），塩素化パラフィン（CP），
りん酸エステル類等が挙げられる．このうち PAE は
国内の可塑剤生産量の約 8 割を占めており，国内で主
に使用されている PAE の可塑剤にはフタル酸ジブチ
ル（DBP），フタル酸ジ（2- エチルヘキシル）（DEHP），
フタル酸ジイソノニル（DINP），フタル酸ジイソデシ
ル（DIDP）等が使用されている（図 1）17）,18）．日本では
2016 年頃までは DEHP が PAE 可塑剤の国内生産量の
約 60 % を占めていたが，年々減少し，2020 年の生産量
は DINP と同程度となっている 17）．これは 2015 年の改
正 RoHS 指令 19）において，DEHP を含む 4 種の PAE が
追加されたことが影響している．これに対し欧州では，
2000 年に DEHP が水政策枠組み指令 20）（WFD）の優先
物質に指定されたことから，DEHP の可塑剤全体のシェ
アは 1999 年から 2014 年にかけて 42 % から 10 % へ減少

る 10）．事業者は届出前に当該物質にどのようなフラグが
記載されているか，USEPA ウェブサイトを通じて確認
する必要があり，それに応じた届出をしなければならな
い．

3．プラスチック用添加剤の種類

プラスチックそのものは熱や光に弱く，燃えやすい等
の特徴があるため，添加剤はそれらの欠点を補うためや
新しい機能を付与させることを目的として配合される．
例えば，熱安定性の低いポリ塩化ビニル（PVC）には熱
安定剤を，燃えやすいポリオレフィン樹脂には難燃剤を
添加することで高機能化させることができる．言い方を
変えれば，添加剤が配合されなければ，様々な用途に使
用することができなくなるため，必要不可欠といっても
過言ではない．

プラスチックに配合される添加剤は表 2 に示すように
機能付与剤，着色剤，充填剤，強化剤の大きく 4 つに
分類することができる 11）-13）．このうち着色剤，充填剤，
強化剤には主に無機物質が使用される．例えば，着色剤
としてコバルト化合物，カドミウム化合物，六価クロム
化合物，鉛化合物，充填剤として炭酸カルシウム，タル
ク，クレー，酸化亜鉛，そして強化剤としてガラス繊維，
炭素繊維，アラミド繊維が主に挙げられる 11）,12）．これに
対し，有機物質が主に使用されるのは機能付与剤である．
機能付与剤には，加工時や成形品に柔軟性を持たせるた
めの可塑剤，燃焼を広がらないようもしくは広がりにく

フタル…りん酸系

アジピン酸系

その他 エポキシ系

76%

3 %4 %

7 %

10 %

ﾌﾀﾙ酸

ｴｽﾃﾙ類

76 %

DEHPDINP

DIDP DBP

51 %

0.3 %1 %

47%
DINP
47 %

図 1　�2020 年における各可塑剤国内生産量の割合（左）および可塑
剤用途のフタル酸エステル類の国内生産量の内訳（右）17）,18）

表 2　プラスチック用添加剤の種類と
一般的な添加量 11）-13）

分類 種類 一般的な添加量 
[単位：%（質量分率）] 

機能付与剤 可塑剤 10–70 
 難燃剤 1–25 
 安定剤 0.1–3 
 酸化防止剤 0.1–3 
 紫外線安定剤 0.1–3 
 熱安定剤 0.5–3 
 滑剤 0.1–3 
 潤滑剤 0.1–3 
 帯電防止剤 0.1–1 
 硬化剤 0.1–2 
 発泡剤 1–5 
 殺生物剤 0.001–1 
着色剤 有機顔料 0.001–2.5 
 無機顔料 0.01–10 
充填剤  50 まで 
強化剤  15–30 
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能性もある．このような静電気の蓄積を排除または最小
限に抑えるために添加されるのが，帯電防止剤である．
帯電防止剤はプラスチック表面に導電性を付与すること
ができ，表面に塗布されるか，材料全体に練り込み，表
面にブリードさせる形で添加される 33）．帯電防止剤は大
きく低分子型帯電防止剤と高分子型帯電防止剤とに分け
られる．具体的には前者は界面活性剤，後者は導電性樹
脂であり，一般的に使用され，需要の中心となっている
のは界面活性剤である 16）．

界面活性剤とは分子内に親水基と疎水基の両方を併せ
持つもので，低分子型帯電防止剤としての界面活性剤は
イオン性と非イオン性に大別でき，イオン性はアニオン
性，カチオン性，両性に分類される．2020 年におけるイ
オン性と非イオン性界面活性剤の国内生産量は 50 万ト
ンおよび 60 万トンであった．イオン性のうちアニオン
性界面活性剤の生産量は 40 万トンと大部分を占めてい
た 18）．アニオン性界面活性剤として使用されるものの一
つとして，近年 REACH 規則だけではなく，POPs 条約
においても規制対象となっている物質として，有機ふっ
素化合物群（PFAS）が挙げられる．

4．プラスチック添加剤に用いられる有機物質の分析法

表 3 に機能付与剤として添加される主な有機物質の一
覧 1）,11）-14）,34）,35）と，RoHS 指令 3）,36），REACH 規則 37）対象
の該非および TSCA インベントリーにおけるフラグの
有無 38）をまとめた．表 3 に示す有機物質はごく一部であ
り，プラスチック添加剤全体では CAS 番号が登録され
ているもので 5448 物質存在し，可塑剤として 864 物質，
難燃剤として 364 物質，帯電防止剤として 200 物質（複
数の用途を持つ物質を含める）との報告がある 39）．

RoHS 指令の特定有害物質分析法の国際規格は，国際
電気標準会議（IEC）で IEC 62321 として規定されている．
表 4 に IEC 62321 で規定されている電気・電子製品中有
機物質を示す 40）．

電気・電子製品にかかわる多種多様な試料を数多く
分析する必要があるため，IEC 62321 では有害物質を含
有しているかどうかを簡便・迅速に判断するスクリー
ニング分析法と詳細に定量する精密分析法がある．IEC 
62321 Part 3-3 では，RoHS 指令の特定有害物質（表 1）
である 2 種類の臭素系難燃剤と 4 種類のフタル酸エステ
ル類および特定有害物質以外のフタル酸ジ -n- オクチル

（DNOP），DINP，DIDP について対象とした，スクリー
ニング分析法を規定している．臭素系難燃剤の測定装置
には熱分解 / 熱脱着ガスクロマトグラフ質量分析計（Py/

しており，代替品として DINP や DIDP へシフトしてい
る 21）-23）．

さらに，REACH 規則において様々な PAE が認可対
象物質や認可対象候補物質へ収載されたことから，アジ
ピン酸エステル類やクエン酸エステル類等の非 PAE の
可塑剤への代替が進んでいる 21）．世界的には DEHP の
シェアは未だ 40 % 程度あり 24），特に中国を中心に建材
や電線被覆向け等の PVC の需要が伸びているため，可
塑剤需要も増加している 25）．

3.2　難燃剤
難燃剤はプラスチックの燃焼を抑制するため，もしく

は燃焼が広がるのを抑制するために添加される 16）．特
に電気・電子製品，建材，車両等に使用されるプラス
チックには難燃基準があり，難燃剤の添加が不可欠であ 
る 26）．有機系難燃剤には臭素系，塩素系，有機りん系物
質が主に用いられる．臭素系難燃剤として用いられる物
質には TBBPA，ヘキサブロモシクロドデカン（HBCD），
ポリブロモジフェニルエーテル（PBDE）があり，塩素
系物質は CP，有機りん系物質はりん酸エステル類が需
要の中心となっている 27）．2016 年の国内の有機系難燃
剤の生産量は TBBPA が 3 万 2700 トンと最も多く，次
いで OPE の 2 万 400 トンで，CP および HBCD は 4000
ト ン お よ び 2300 ト ン で あ っ た 25）．TBBPA，HBCD，
PBDE をはじめとする臭素系難燃剤は過去 30 年以上，
大量に生産・使用され 28），様々な形態で環境中に排出
されることで，環境中に遍在していることがわかってい 
る 29）．これらの臭素系難燃剤はすでに多くの環境動態や
リスク評価に関する研究が行われており 29）,30），RoHS 指
令，REACH 規則，残留性有機汚染物質に関するストッ
クホルム条約（POPs 条約）等，様々な法規制の対象となっ
ている．こうした背景から，近年は規制対象物質の代替
製品への移行が進んでいる．例えば，PBDE の代替とし
てデカブロモジフェニルエタン（DBDPE）やビス（2,4,6-
トリブロモフェノキシ）エタン（BTBPE），TBBPA の
代替としてテトラブロモビスフェノール A ビス（2,3- ジ
ブロモプロピルエーテル）（TBBPA-DBPE）がある 31）．

3.3　帯電防止剤
プラスチックは吸湿性が乏しく，導電率が低いため摩

擦等で静電気を帯電しやすい 32）．プラスチックに過剰に
電荷が蓄積されると放電が発生し，エンドユーザーの人
体にショックを与えるのはもちろん，プラスチックの成
形加工等の製造プロセスに悪影響を及ぼすことがあり，
極端な場合は放電による火花により火災を引き起こす可
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4.1　フタル酸エステル類（Phthalic acid esters, PAE）
フタル酸エステル類（PAE）はフタル酸（オルト体）

の末端に様々なアルコールがエステル結合した化合物の
総称である．1920 年代に初めて製造され 44），主に PVC
の可塑剤として使用されており，現在世界の可塑剤年間
生産量 870 万トンのうち，約 70 % が PAE である 45）．

表 5 に一般的な PAE の名称と略称を示す 45）．現在
販売されている PAE だけでも 23 種類から 26 種類あ 
り 46）-48），エステル側の側鎖の炭素数が 6 までのものは
低分子量 PAE（例：DBP 等），炭素数が 7 以上のものは
高分子量 PAE（例：DEHP，DINP 等）に分類されてい 
る 49）．

表 6 にプラスチック試料中フタル酸エステル類の主な

TD-GC/MS）を使用している．この Py/TD-GC/MS は
一般的なガスクロマトグラフの試料導入部に熱分解装置
が接続されたものであり，数 mg 程度の液体または固体
試料を前処理なしで直接導入できる．熱分解装置の加熱
炉で試料が熱分解され，GC/MS へ導入されると，パイ
ログラムという熱分解により得られた生成物のクロマト
グラムを得ることができる．このパイログラムから試料
プラスチックの材質を推定することができる．さらに，
熱脱着は熱分解後に低沸点の揮発性成分を GC の分離カ
ラム先端部で冷却捕集し，その後急速加熱させて目的成
分を脱離させて測定するものである．得られるクロマト
グラムから添加剤成分の定量が可能である 41）．加熱温度
条件によって対象物質が熱分解を起こしたり，マトリッ
クスである樹脂の分解生成物の妨害により添加剤の同定
が困難になる等の問題点もある 42）が，簡便なプラスチッ
ク分析法として近年注目されている 43）．

次節から論文で報告されているプラスチック中分析法
を物質ごとに解説する．論文は，Web of Science にて（検
索ワード：化合物名，plastic，plastics，材質名等を組み
合わせ）検索を行い，2022 年 10 月までに該当した論文
における分析対象のプラスチック試料の種類，抽出法，
精製法，測定装置についてまとめた．論文中に記載があっ
たものに関しては，材質名も各表中に併記した．

分析対象 プラスチック試料の
種類（材質） 抽出法（抽出溶媒） 精製法（溶出溶媒） 測定装置 規格 

DIBP, DBP, BBP, DEHP, 
DNOP, DINP, DIDP 

玩具 
（PVC, PU） 

ソックスレー抽出または還流
抽出または超音波抽出 
（ジクロロメタン） 

PTFE メンブランフィルターろ過、必
要であればシリカゲルカラム抽出 
（ジクロロメタン） 

GC/MS ISO 8124-6:2018 

DCHP, DINP, DEHP, 
DNOP, DIDP, BBP, 
DBP, DIBP, DPeP, 
DIHpP, DMEP, DIPP, 
DHxP, PIPP, DIHxP 

繊維製品 超音波抽出（テトラヒドロフ
ラン） 

再沈殿（アセトニトリルまたはヘキサ
ン等） GC/MS ISO 14389:2022 

DIBP, DBP, BBP, DEHP, 
DNOP, DINP, DIDP 

ポリマー 
ソックスレー抽出（ヘキサン） ― 

GC/MS 
IEC 62321-8:2017 溶解（テトラヒドロフラン） 再沈殿（アセトニトリル）、PTFE メン

ブランフィルターろ過 
電気製品に使用され
るポリマー ― ― Py/TD-GC/MS 

PU: ポリウレタン; PTFE: ポリテトラフルオロエチレン; DMEP: フタル酸ビス（2-メトキシエチル）; DIPP: フタル酸ジイソペンチル; PIPP: フタル酸イソペ
ンチルペンチル 

表 6　プラスチック試料中フタル酸エステル類の主な公定法 50）-52）

表 4　IEC 62321 で規定されている電気・電子製品中有機物質 40）

規格 分析法の分類 対象物質 

IEC 62321-3-3 スクリーニング分析法 
ポリブロモビフェニル 
ポリブロモジフェニルエーテル 
フタル酸エステル類 

IEC 62321-6 精密分析法 ポリブロモビフェニル 
ポリブロモジフェニルエーテル 

IEC 62321-8 精密分析法 フタル酸エステル類 
IEC 62321-9 精密分析法 ヘキサブロモシクロドデカン 
IEC 62321-10 精密分析法 多環芳香族炭化水素 

 

表 5　一般的なフタル酸エステル類の一覧 45）

 

名称 略称 分子量 CAS 番号 
フタル酸ジメチル DMP 194.18 131-11-3 
フタル酸ジエチル DEP 222.24 84-66-2 
フタル酸ジアリル DAP 246.26 131-17-9 
フタル酸ジ-n-プロピル DPrP 250.29 131-16-8 
フタル酸ジ-n-ブチル DBP 278.34 84-74-2 
フタル酸ジイソブチル DIBP 278.35 84-69-5 
フタル酸ブチルシクロヘキシル BCP 304.38 84-64-0 
フタル酸ジ-n-ペンチル DPeP 306.4 131-18-0 
フタル酸ジシクロヘキシル DCHP 330.42 84-61-7 
フタル酸ブチルベンジル BBP 312.36 85-68-7 
フタル酸ジ-n-ヘキシル DHxP 334.45 84-75-3 
フタル酸ジイソヘキシル DIHxP 334.45 146-50-9 
フタル酸ジイソヘプチル DIHpP 362.5 41451-28-9 
フタル酸ブチルデシル BDP 362.5 89-19-0 
フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) DEHP 390.56 117-81-7 
フタル酸ジ-n-オクチル DNOP 390.56 117-84-0 
フタル酸ジイソオクチル DIOP 390.56 27554-26-3 
フタル酸 n-デシル n-オクチル ODP 418.61 119-07-3 
フタル酸ジイソノニル DINP 418.61 28553-12-0 
フタル酸ビス(2-プロピルヘプチル) DPHP 446.66 53306-54-0 
フタル酸ジイソデシル DIDP 446.66 26761-40-0 
フタル酸ジウンデシル DUP 474.72 3648-20-2 
フタル酸ジイソウンデシル DIUP 446.72 85507-79-5 
フタル酸ジトリデシル DTDP 530.82 119-06-2 
フタル酸ジイソトリデシル DITP 530.82 68515-47-9 
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た超音波洗浄機の中に入れ，超音波をかけながら目的対
象物質の抽出を行う方法である（図 2 (c)）．一般的な実
験室に設置されている超音波洗浄機を用いるため簡便
で，固体試料からの抽出法として近年比較的行われてい
る方法である．次いで報告数が多かったのは，ソックス
レー抽出法である（計 7 報）．ソックスレー抽出法とは，
有機溶媒を還流させながら連続的に固体試料から目的対
象物質を抽出する方法であり（図 2 (b)），以前は比較的
一般的に行われていたが，抽出時間に長時間を要するこ
とや大量の有機溶媒が必要 53）なことから時間短縮，人体
への影響・環境への負荷低減等の観点が重視され，近年
では，プラスチック試料からの抽出法としては超音波抽
出が主流となっている．

プラスチック中のみならず，様々なマトリックス中の
PAE 分析における最も大きな課題点としては，操作中
の試料容器，試薬，分析機器，実験環境等に起因する汚
染（コンタミネーション，ブランク値の存在）が挙げら
れる．PAE は実験環境中のあらゆる場所に使用されて
いるため，コンタミネーションは大きな問題であると言
える．コンタミネーションの影響により，分析値の過大
評価につながる可能性があるため，実験環境における厳
密なブランク値の管理は非常に重要になってくるが，一
般的なコンタミネーションの原因としては，①実験器具
および容器（ピペットチップ，サンプル容器，バイアル
のセプタム，固相抽出（SPE）カートリッジ等），②溶媒，
③測定装置，④実験室雰囲気（大気中の粉塵やエアロゾ
ル等）が考えられる．実際に PAE 分析におけるブラン
ク値問題に関する報告はいくつか散見されており，具体
的にはプラスチック製のピペットチップ 93），SPE カー

公定法を示す 50）-52）．IEC 62321-8 のフタル酸エステル類
の分析法では，抽出・精製法として溶解再沈法またはソッ
クスレー抽出法が規定されている 52）．図 2 の (a) および
(b) にそれぞれの概略図を示す．溶解再沈法とは，試料
樹脂を良溶媒により溶解させた後，不溶化させる溶媒（貧
溶媒）を加えることで樹脂だけを沈殿，分離させる方法
である 53）,54）．簡便に樹脂だけを分離させることができる
ため，材質が判明している試料であれば有用な方法であ 
る 54）．プラスチック試料中 PAE の分析の公定法は IEC
以外にも，国際標準化機構（ISO）で玩具（ISO 8124-6）
や繊維製品（ISO 14389）について規定されており，ISO 
14389 でも溶解再沈法が規定されている．

樹脂別の主な良溶媒・貧溶媒の組み合わせとして，例
えばポリプロピレン（PP）では，良溶媒としてキシレン，
テトラクロロエチレン，貧溶媒としてアセトン，ヘキサ
ンそしてポリスチレン（PS）では，良溶媒としてテトラ
ヒドロフラン（THF），トルエン，貧溶媒としてヘキサン，
メタノールがある 55）．特に，THF は PS 以外にも PVC，
ポリカーボネート，ABS（アクリロニトリル - ブタジエ
ン - スチレン）樹脂，ポリフェニレンエーテル樹脂といっ
た樹脂の良溶媒として幅広く使用できるのが特徴であ 
る 56）．

表 7 に現在までに報告されているプラスチック試料中
PAE の分析例を示す 44）,57）-92）．プラスチック試料中 PAE
の分析報告数は数多く，合計 37 報あった．飲料・食品
用容器や包装が最も多く（計 13 報），次いで玩具や農業
用フィルム（各 5 報）が報告されていた．抽出法は超音
波抽出法が最も一般的に行われていた（計 18 報）．超音
波抽出法とは，試料と有機溶媒を入れた容器を水を張っ

(b)

固体試料

抽出管

溶媒

抽出溶液

ヒーター

溶媒

冷却水

冷却管

(a)

沈殿した樹脂

良溶媒

貧溶媒

マイクロ
シリンジ

(c)
溶媒

超音波洗浄機

固体試料

水

カラム
クロマトグラフ管

硝酸銀[10%（質量分率）]
シリカゲル

石英ガラス
ウール

硫酸 [22%（質量分率）]
シリカゲル

硫酸 [44%（質量分率）]
シリカゲル

水酸化カリウム[2%（質量分率）
シリカゲル

硫酸
ナトリウム

シリカゲル

(d)

図 2　プラスチック試料中有機系添加剤の主な抽出法，精製法の概略図
(a) 溶解再沈法，(b) ソックスレー抽出法，(c) 超音波抽出法，(d) 多層シリカゲルカラム処理（充填剤は一例 126)）
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を行う報告が少ない傾向が見られた．表 7 にある精製工
程の一つとして，固相マイクロ抽出法（SPME）がある．
SPE とは，水試料を固相が充填されたカートリッジに通
液させることで目的対象物質と夾雑物質を分離させる方
法で，SPME では小型のホルダー内にニードルとその内
側に抽出用のフューズドシリカファイバーが固定されて
おり，捕集，抽出，精製，濃縮，注入を一つの装置で完
結することができる 99）．ファイバーによる抽出は，気体
または液体試料に直接ファイバーを浸漬させる方法と液
体または固体試料を，加熱や撹拌で気液平衡状態となっ
たところでヘッドスペースから試料を捕集し，抽出する

トリッジ 94），シリンジ 95），溶媒では市販のヘキサン 96），
シクロヘキサン，メチル tert- ブチルエーテル 97），実験
室大気中 96）,97）から DIBP，DBP，DEHP が主に検出され
ている．このようなブランク値を低減させる為に，実験
器具および容器には，溶媒による入念な洗浄と加熱乾燥
を行ったガラス製のものが用いられている 98）．また，溶
媒については事前に再蒸留を行ったり，酸化アルミニウ
ムによる SPE を行うことで PAE が除去された溶媒を使
用する 96）等の工夫がなされている．こうした背景がある
ためか，なるべくコンタミネーションの機会を減らす為
に，後述の化学物質と比較して PAE 分析では精製工程

プラスチック試料の種類（材質） 抽出法（抽出溶媒） 精製法（溶出溶媒） 測定装置 文献

製品（PVC） ソックスレー抽出 （ジエチルエーテル） ― LC/UV 50)

家庭廃棄物 超音波抽出（アセトン/ヘキサン） 固相抽出 GC/MS 51)

玩具（PVC） ソックスレー抽出（ジクロロメタン） ― GC/FID 52)

食品包装（PE, PS, PET） ソックスレー抽出（トリクロロメタン/メタノール） ― GC/MS 53)

玩具（PVC等） 超音波抽出（ヘキサン） ― GC/MS 54)

手袋、玩具、容器（PVC） 浸漬抽出（アセトン/ヘキサン） ― GC/MSおよびGC/FID 55)

使い捨て医療器具（PVC）、食品包装（PE, PET）、飲料用

ボトル
超音波振とう抽出（メタノール） 固相マイクロ抽出 GC/FID 56)

食器類（PE, PS, PVC） 超音波抽出（ヘキサン） 固相抽出（アセトニトリル） GC/MS 57)

玩具 ソックスレー抽出（ヘキサン） ― GC/MS 58)

食品包装、食品用保存袋 ソックスレー抽出（酢酸エチル） ― GC/FID 59)

玩具 振とう抽出（ジクロロメタン） ― GC/MS 60)

農業用フィルム（PP, PE） 超音波抽出（メタノール） 固相マイクロ抽出 GC/FID 61)

食品包装 超音波抽出（ヘキサン） ― GC/MS 62)

フィルム（PVC） 振とう抽出、超音波抽出（ヘキサン） ― GC/MS 63)

粒状樹脂（PVC） ソックスレー抽出（ジクロロメタン） ― GC/MS 64)

使い捨て医療器具（PVC） 浸漬抽出（トリクロロメタン） ― GC/FID 65)

飲料パッケージ 浸漬抽出（蒸留水または酢酸溶液） 溶媒浮選法（ヘキサン） GC/MS 44)

飲料用ボトル（PET） 超音波抽出（ジクロロメタン） メンブランフィルターろ過 GC/MS 66)

飲料パッケージ 超音波抽出（ヘキサン） ― EKC/UV 67)

― ― Py/TD-GC/MS

ソックスレー抽出（ヘキサン） ― GC/MS

溶解（テトラヒドロフラン） 再沈殿（アセトニトリル）、メンブランフィルターろ過 GC/MS

農業用フィルム 超音波抽出（アセトン/ヘキサン）
硫酸ナトリウム・酸化アルミニウム・中性シリカゲルカラ

ム抽出（アセトン/ヘキサン）
GC/MS 69)

農業用フィルム（PVC） 浸漬抽出（アセトン/ヘキサン） メンブランフィルターろ過 GC/MS 70)

家庭・産業廃棄物 マイクロ波支援抽出（ジクロロメタン） ガラスフィルターろ過、固相抽出 GC/MS 71)

飲料用ボトル、カップ 超音波抽出（メタノール） 磁気固相抽出（アセトン） GC/FID 72)

食品用フィルム（PE） 超音波抽出（イソオクタン） ― GC/MS/MS 73)

農業用フィルム 振とう抽出（ジクロロメタン） ― GC/MS 74)

使い捨ておむつ（PVC） 超音波抽出（塩酸） 磁気固相抽出（酢酸エチル） GC/FID 75)

飲料用ボトル（PET） マイクロ波支援抽出（アセトニトリル） ― LC/UV 76)

食器類、玩具 超音波抽出（エタノール） ― UV-Vis 77)

試験用樹脂（PS, ABS樹脂, PET, PVC） ― ― Py/TD-GC/MS 78)

電気・電子製品部品 ― ― Py/TD-GC/MS 79)

飲料用ボトル（PET） 超音波抽出（アセトニトリル） 磁気分散固相抽出（水酸化ナトリウム溶液） LC/UV 80)

試験用樹脂（PS, ABS樹脂, PET, PVC） ― ― Py/TD-GC/MS 81)

宅配包装（PE） 超音波抽出（ヘキサン） PTFEフィルターろ過 GC/MS 82)

マイクロプラスチック（PE, PES, PU, PP, PS, PVC） ― ― Py/TD-GC/MS 83)

プラスチックペレット 超音波抽出（メタノール） メンブランフィルターろ過 SERS 84)

農業用フィルム 超音波抽出（アセトン/ヘキサン） メンブランフィルターろ過 GC/MS 85)

PE: ポリエチレン; PET: ポリエチレンテレフタレート; PES: ポリエーテルサルフォン; PU: ポリウレタン; LC/UV: 液体クロマトグラフ紫外吸光度検出器; GC/MS: ガスクロマトグラフ質量分析計; FID: 水素炎イオ

ン化検出器; EKC: 動電クロマトグラフィー; Py/TD: 熱分解/熱脱着; UV-Vis:紫外可視分光光度計; SERS:表面増強ラマン分光光度計

プラスチック標準物質（PE, PVC） 68)

表 7　プラスチック試料中フタル酸エステル類の分析報告例
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と呼称される．このように塩素化率と炭素数が多様であ
ることから，多数の位置異性体や立体異性体が存在し，
例えば各炭素に塩素が 2 つ以上付加しないと仮定した場
合 SCCP の理論上の構造異性体数は 6304109），MCCP で
は 122161110）に及ぶ．このことから，CP は様々な物理的
化学的特性を有しており，1930 年頃から主に SCCP は
金属加工用の極圧添加剤として切削油や潤滑剤に配合さ
れ 111），MCCP は PVC 用の可塑剤，LCCP はゴムや繊維
の難燃剤として使用されてきた 112）．1930 年代以降の CP
の世界累積生産量は 700 万トン以上であり 113），同様の
物理的化学的特徴を持つポリ塩化ビフェニル（PCB）の
推定累積生産量の約 130 万トン 114）と比較するとその量
の膨大さが伺える．

一方で，SCCP に関しては難分解性・生物蓄積性・毒
性が 1990 年頃から報告され始め 115）,116），2017 年には
POPs 条約の附属書 A（製造・使用，輸出入の原則禁止）
に追加された 117）．REACH 規則では 2008 年 10 月に初
めて公表された認可対象候補物質に SCCP118）が収載され
ている．MCCP に関しても近年規制強化の検討が進ん
でおり，RoHS 指令改正案の特定有害物質候補として現
在検討されており，2021 年 7 月には REACH 規則の認
可対象候補物質に収載されている 119）．2022 年 9 月に開
催された POPs 条約検討委員会会合（POPRC18）では，
条約追加のための審査においてリスク管理書の作成段階
へ進むことが決定した 120）．

表 8 に CP の国際標準分析法を示す 121）-125）．ISO では，
底質，下水汚泥，浮遊粒子状物質中（ISO 18635）121），水
中（ISO 18635）122），繊維製品中（ISO 2281）123），皮革中（ISO 
18219）124）,125）の分析法について規定されている．環境試
料以外の固体試料では，超音波抽出法が規定されており，
精製には脂肪成分やフタル酸エステル類，色素成分の除
去等のため 126）に硫酸を添加している．測定装置は PCB
やダイオキシン類等の有機塩素化合物の測定法として実

方法がある 100）．その後，GC 注入部で測定対象物質を
加熱脱離させることで GC カラムへ導入する．一般的に
SPME は GC に用いられるが，特別なインターフェイス
を設置することで高速液体クロマトグラフ（HPLC）に
も適用することができる 101）．抽出するための溶媒は不
要で，溶媒や器具からのコンタミネーションを最小限に
抑えることができる大きな利点があるが，ヘッドスペー
スでの捕集，抽出に時間がかかることやファイバーが切
れやすく，コストがかかることが欠点として挙げられ 
る 99）,102）．

SPME 以外には，従来の SPE を発展させた磁気固相
抽出（MSPE）が近年 PAE 抽出に使用されていた（計 3
報）．MSPE とは磁気吸着剤を用いて液体試料中の目的
対象物質を吸着させ抽出する方法で，液体試料にナノサ
イズの磁気吸着剤を直接添加し，抽出後は外部から磁場
を加えることで試料溶液から磁気吸着剤を分離させるこ
とができる 103）．磁気吸着剤は磁性材料表面に無機（シ
リカゲル，アルミナ等）または有機（セルロース，ポリ
アクリルアミド等）基材がコーティングされているもの
で，磁性材料にはカーボンナノチューブやグラフェン等
の炭素系の磁性材料が主に使用されている 104）．MSPE
の適用例として，PAE 以外に有機りん系農薬 105），ピレ
スロイド系殺虫剤 106），ビスフェノール類 107）が報告され
ている．

4.2　塩素化パラフィン（Chlorinated paraffins, CP）
塩素化パラフィン（CP）とは直鎖の炭化水素に塩素

が置換された化合物の総称である．塩素の置換数や置換
位置は合成条件によって異なり，CP 中の塩素の割合（塩
素化率）は一般的に 30 % から 75 % である 108）．炭素数
によって分類されており，炭素数が 10 から 13 のもの
を短鎖塩素化パラフィン（SCCP），14 から 17 のものを
MCCP，18 以上のものを長鎖塩素化パラフィン（LCCP）

 

分析対象 マトリックス 抽出法（抽出溶媒） 精製法（溶出溶媒） 測定装置 
（イオン化法） 規格 

SCCP 
底質 
下水汚泥 
浮遊粒子状物質 

加圧液体抽出（ヘプタン） 
銅粉、活性アルミナカラム処理（ヘプタン/アセトン） 
およびゲル浸透クロマトグラフィー（アセトン）、 
硫酸処理 

GC/MS（ECNI） ISO 18635:2016 

SCCP 水 液液抽出（ヘプタン） 
銅粉、活性アルミナカラム処理（ヘプタン/アセトン） 
およびゲル浸透クロマトグラフィー（アセトン）、 
硫酸処理 

GC/MS（ECNI） ISO 12010:2019 

SCCP, MCCP 繊維製品 超音波抽出（トルエン） メンブランフィルターろ過、硫酸を加え、上澄み液を
分取 GC/MS（NCI） ISO 22818:2021 

SCCP 皮革 超音波抽出（ヘキサン） 硫酸を加え、上澄み液を分取 GC/MS（ECNI） ISO 18219-1:2021 
MCCP 皮革 超音波抽出（ヘキサン） 硫酸を加え、上澄み液を分取 GC/MS（ECNI） ISO 18219-2:2021 

ECNI: 電子捕獲負イオン化法; NCI: 負イオン化学イオン化法 

 

表 8　塩素化パラフィンの国際標準分析法 121）-125）
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ラム処理が行われていた（計 4 報）．CP は炭素数と塩素
化率の異なる非対称分子であり，膨大な異性体が存在す
る混合物であるため，分離部や質量分析計のイオン化法
や分解能等の適切な選択が重要である．測定装置には分
離部として GC を用いていることが多く，GC カラムを 2
つ接続し，より精度よく同族体を分離することができる
二次元 GC も有用である 134）,135）．また，分析値の確認や
比較として LC による測定も併用して行う報告もみられ
た 136）,137）．質量分析部は負イオン化学イオン化法（NCI）
や大気圧化学イオン化法（APCI）のソフトなイオン化
法とより選択性の高い高分解能質量分析計の組み合わせ
による測定が一般的であった．同族体を分離するには分
解能が 60000 程度かそれ以上を有する質量分析計が必要
であるとの報告があり 140），CP の精密分析には未だ大き
なハードルがある．

4.3　�有 機 ふ っ 素 化 合 物 群（Per- and poly-fluoroalkyl 
substances, PFAS）

有機ふっ素化合物群（PFAS）とは，炭素数が 2 から
20 程度のアルキル基の水素の一部または全てがふっ素に
置換され，末端または側鎖が様々に化学修飾された化合
物の総称である．水溶性から疎水性，揮発性から難揮発

績のある，GC/MS が用いられている．
表 9 に現在までに報告されているプラスチックお

よびゴム試料中の塩素化パラフィンの分析法を示 
す 78）,81）,112）,127）-137）．前述の通り，一部の CP は可塑剤や難
燃剤としてゴムにも使用されているため，プラスチック
と同様の材質としてゴム中の分析法も含めた．

報 告 数 は 合 計 13 報 で あ っ た． う ち， 分 析 対 象 に
MCCP も含まれている報告は 7 報，LCCP は 2 報であっ
た．試料の種類は食品包装，一般消費者製品，廃棄物に
ついての報告があった．CP 分析における妨害成分は主
に共抽出されるポリマー成分や CP 以外の有機ハロゲン
化合物である 138）．これらの有機塩素化合物による干渉
を低減または除去するために，様々な吸着剤を使用し
た精製が行われていた．報告で主に使用されていたの
は，多層シリカゲルカラムである（計 6 報）．多層シリ
カゲルとは，硫酸等を担持させたシリカゲルを積層させ
たものである（図 2 (d)126））．有機塩素化合物の他にも脂
肪や・色素成分等の夾雑物質の除去もでき，前述の硫酸
を添加する方法よりも除去効率が優れている方法である
126）,139）．また，抽出液中に水分含有量が多い場合，CP の
抽出効率に影響を及ぼす可能性がある 128）ことが報告さ
れており，水分除去のために硫酸ナトリウムを用いたカ

 

分析対象 プラスチック試料の種類
（材質） 抽出法（抽出溶媒） 精製法（溶出溶媒） 測定装置（イオン化法） 文献 

SCCP ポリウレタンフォーム ソックスレー抽出（ジクロロメタン） ― HRGC/HRMS（NCI） 127) 

SCCP 廃棄物 高圧液体抽出（シクロヘキサン） 濃硫酸を添加、上澄み液を採取 GC/ECD 128) 

SCCP, MCCP, LCCP シーリング材 ソックスレー抽出（シクロヘキサン） シリカゲルカラム処理（ヘキサン/トルエン） GC/ECD および GC/FID 112) 

MCCP ケーブルコンジット、配
線ダクト 

浸漬抽出（アセトン/ジクロロメタン/酢酸
エチル） 

PTFE フィルターろ過、ジクロロメタンを添
加 HPLC-ITMS（APCI） 129) 

SCCP PVC 超音波抽出（トルエン） ヘキサンで希釈、濃硫酸を添加、上澄み液を
ろ過 GC/MS（NCI） 130) 

SCCP, MCCP 
プラスチック製品、廃棄
物（PET, PP, PE, PVC）、食
品包装（BOPP, VM-PET） 

超音波抽出（ヘキサン/ジクロロメタン） 
フロリジル・多層シリカゲル・無水硫酸ナト
リウムカラム処理（ヘキサン/ジクロロメタ
ン） 

GC/qTOF-MS（NCI） 131) 

SCCP 試験用樹脂（PP, PVC, PS） ― ― Py/TD-GC/MS 78) 

SCCP, MCCP, LCCP 自動車タイヤ、粒状化ゴ
ム、ゴム床タイル 超音波抽出（ヘキサン/ジクロロメタン） 

シラン化処理ガラスウール、多層シリカゲ
ル・硫酸ナトリウムカラム処理（ヘキサン/ジ
クロロメタン） 

LC/qTOF-MS（APCI） 132) 

SCCP, MCCP 食品包装 超音波抽出（ヘキサン/ジクロロメタン） 
フロリジル・多層シリカゲル・無水硫酸ナト
リウムカラム処理（ヘキサン/ジクロロメタ
ン） 

GC/qTOF-MS（NCI） 133) 

SCCP, MCCP 陸上トラック（粒状化ゴ
ムおよび接着剤） 超音波抽出（ヘキサン/ジクロロメタン） 

フロリジル・多層シリカゲル・無水硫酸ナト
リウムカラム処理（ヘキサン/ジクロロメタ
ン） 

2DGC/MS（NCI） 134) 

SCCP 試験用樹脂（PS, ABS, PET, 
PVC） ― ― Py/TD-GC/MS 81) 

SCCP, MCCP 動物飼料包装 超音波抽出（ヘキサン/ジクロロメタン） 
高速溶媒抽出（ヘキサン/ジクロロメタン）、
酸性シリカゲル・フロリジル・シリカゲルカ
ラム処理（ヘキサン/ジクロロメタン） 

2DGC/MS/MS（NCI） 135) 

SCCP 廃棄物 超音波抽出（アセトンおよびトルエン） 多層シリカゲルカラム処理（ヘキサン） 
LC/MS/MS （ ESI ） お よ び
GC/Orbitrap-MS（EI および
NCI） 

136) 

SCCP, MCCP 
玩具、トレーニング用品、
サンダル、電気ケーブル
（PVC） 

超音波抽出（トルエン） 再沈殿（ヘキサン/ジクロロメタン）、酸性シ
リカゲル 

LC/MS/MS （ ESI ） お よ び
GC/Orbitrap-MS（EI） 137) 

BOPP: 二軸延伸ポリプロピレン; VM-PET: アルミ蒸着 PET; HRGC/HRMS: 高分解能ガスクロマトグラフ/高分解能質量分析計; ECD: 電子捕捉検出器; FID: 水素炎イオン化検出器; 
ITMS: イオントラップ質量分析計; APCI: 大気圧化学イオン化法; qTOF: 四重極飛行時間型; 2DGC: 二次元ガスクロマトグラフ; LC/MS/MS: 液体クロマトグラフタンデム質量分析
計 

 

表 9　プラスチックおよびゴム試料中塩素化パラフィンの分析報告例
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や国内法規制強化の一途を辿るなか，国際標準分析法の
整備も進んでいる．PFAS の国際標準分析法は，いずれ
も水試料中を対象とした 2009 年発行の PFOS，PFOA
分析法（ISO 25101）148），2019 年発行の 30 種類の PFAS
分析法（ISO 21675）149）がある．また，コーティングお
よび含浸された固体，液体，および泡消火剤中 PFOS 分
析法の公定法としては，欧州標準化委員会（CEN）の
CEN/TS 15968150）が規定されている．現在，プラスチッ
ク試料中 PFAS の分析に適用できる公定法はこの CEN/
TS 15968 のみであり，メタノールによる超音波抽出と
活性炭処理法または SPE による精製の組み合わせが規
定されている．

表 10 にプラスチック試料中 PFAS の分析報告例をま
とめた 151）-161）．報告数は合計 11 報であった．PFAS は
一般的に食品包装紙のコーティング剤として使用されて
いるため，食品包装紙や紙製の食品容器の報告例が多く，
プラスチック製試料の報告例はやや少なかった．電気・
電子製品の報告が見受けられ（計 3 報），これは PFOS
の代替が困難であり，現在もエッセンシャルユースとし
て半導体用の反射防止膜やフォトレジスト，フォトマス
ク等に使用されている 162）ことが理由として考えられる．
抽出は超音波抽出法が主に行われており，精製法は強酸
性物質を選択的に保持することができる弱塩基性陰イオ
ン交換樹脂を用いた SPE がよく採用されていた．SPE
による精製法は ISO 25101 や ISO 21675 にも規定されて
おり，樹脂の種類についても附属書に記載がある 148）,149）．
表 10 中の報告では全て PFOS や PFOA をはじめとする
水溶性の PFAS が研究対象となっていることから，測定
装置には液体クロマトグラフタンデム質量分析計（LC/

性まで幅広い物理化学的性質を持ち，最近の報告では，
5000 種類 141）,142）存在するとの報告がある．PFAS は 1950
年代から界面活性剤，撥水撥油剤，表面改質剤として製
造・使用されており，はじめに利用された物質が，ペル
フルオロオクタンスルホン酸（PFOS）およびペルフル
オロオクタン酸（PFOA）である 143）．いずれも炭化ふっ
素アルキル基の炭素数が 8 の物質で，PFOS が末端にス
ルホン酸基，PFOA が末端にカルボン酸基が修飾された
ものである．特にこれらは環境中で分解しにくい性質を
持ち，2001 年に極域の野生動物の血液から初めて PFOS
が検出された報告 144）があったことから環境残留性，生
物蓄積性，長距離移動性が懸念され始めた．その後，
PFAS の毒性やリスクに関する研究が増え 145），2009 年 
5 月 に PFOS が POPs 条 約 の 附 属 書 B（ 製 造・ 使 用，
輸出入の制限）へ追加された．これにより，PFOS・
PFOA 代替物質への転換が急速に進み，より炭素鎖数の
少ないペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）やペ
ルフルオロブタン酸（PFBA），アルキル鎖の間にエー
テル構造を持つ，ヘキサフルオロプロピレンオキサイ
ドダイマー酸（HFPO-DA）や 6:2 塩素化ポリフルオロ
アルキルエーテルスルホネート（6:2 Cl-PFESA）等の
PFAS の使用が増加している 146）．その後，2019 年 5 月
に PFOA，2022 年 6 月に PFHxA が POPs 条約の附属
書 A に追加され，同年 9 月には，炭素鎖数が 9 以上の
長鎖ペルフルオロカルボン酸類（PFCA）が MCCP と時
を同じく，条約追加のための審査におけるリスク管理書
の作成段階へ進むことが決定した 147）．REACH規則では，
現在までに認可対象候補物質に 7 物質，制限対象物質に 
6 物質の PFAS が収載されている．このように国際条約

 

プラスチック試料の種類（材質） 抽出法（抽出溶媒） 精製法（溶出溶媒） 測定装置 文献 

電気電子機器、焦げ付き防止加工調理器具 超音波抽出（メタノール） 活性炭固相抽出（氷酢酸） LC/TOFMS 151) 
漂着プラスチックペレット 
（PP, PE） 超音波抽出（メタノール） ― LC/MS/MS 152) 

電気製品 溶媒による洗浄（メタノール） 弱塩基性陰イオン交換樹脂固相抽出（1%アンモニア/メタノー
ル） LC/MS/MS 153) 

調理用食品包装（PES） 振とう抽出（アセトニトリル） ― LC/MS/MS 154) 

電気・電子製品、建築資材 ソックスレー抽出（5 mM 酢酸
アンモニウム/メタノール） ナイロンメンブランフィルターろ過 LC/MS/MS 155) 

調理用食品包装、食器類 超音波プローブアシスト抽出

（1％酢酸メタノール） ポリアミドフィルター、ポリプロピレンフィルターろ過 LC/MS/MS 156) 

建築資材 超音波抽出（メタノール） PTFE フィルターろ過 LC/MS/MS 157) 

実験用器具 振とう抽出（60-65°C メタノ
ール） ― LC/MS/MS 158) 

マイクロプラスチック（PP, PE, PS, PET, PA, 
PVC） 

超音波抽出（1％アンモニアメ
タノール） 

弱塩基性陰イオン交換樹脂固相抽出（メタノールおよびアンモ
ニア/メタノール）、メンブランフィルターろ過 LC/MS/MS 159) 

ペットフード包装 振とう抽出（メタノール/酢酸エ

チル） 
弱塩基性陰イオン交換樹脂固相抽出（メタノールおよびアンモ

ニア/メタノール）、メンブランフィルターろ過 LC/MS/MS 160) 

漂着ごみ（PVC, PA, PS, PET, PP, PEs, PE） 超音波抽出（ヘキサン） シリカゲル、硫酸ナトリウムカラム処理（ジククロメタン/ヘキ
サン）、ナイロンメンブランフィルターろ過 LC/MS/MS 161) 

PES: ポリエーテルサルフォン; PA: ポリアミド; PEs: ポリエステル 

 

表 10　プラスチック試料中有機ふっ素化合物群の分析報告例
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ば，装置由来のブランクが大幅に低減できる可能性があ
る．ただし，装置メーカーによっては部材変更できない
ことがあるので，最近では PFAS 測定専用のリテンショ
ンギャップカラムを採用する報告もある 167）,168）．これは，
溶媒や装置由来のブランクを保持し，溶出を遅らせるこ
とができるカラムである．ブランクのピークはターゲッ
トのものよりも後に溶出するため，ブランクの影響を受
けずに測定することができるが，ターゲットピークに影
響が及ぶ程ブランクのピークが大きい場合は，前述の部
材変更と組み合わせて行う必要があると考えられる．こ
のように，近年の PFAS 分析では，様々なブランク値の
除去や低減のための対応策があり，これらを活用するこ
とで幅広い化合物を分析対象としてカバーできると考え
られる．

5．有機物質分析用プラスチック標準物質の供給状況

前節までは有機系添加剤の分析報告例について述べて
きたが，報告された分析値の信頼性を確保するために
は，標準物質は欠くことのできない存在である．特に組
成標準物質は，一般的に使用した分析法の妥当性確認や
分析者の技術的能力の評価に使用されるため，適切に選

MS/MS）が使用されていた．
PFAS 分析における課題点としては，フタル酸エステ

ル類と同様にブランク管理が主に挙げられる．ただし下
記の点に留意して行うことで，ブランク値をある程度コ
ントールし，安定した回収率を得られることが分かって
きている．①ふっ素樹脂やフルオロエラストマーが使用
された器具を使用しないこと，②ふっ素とけい素は強い
親和性を持つため 163），実験器具にはガラス製を使用せ
ず，PP や PE を用いること，③実試料を分析する前に
用いる実験器具や測定装置のブランク値の確認を行うこ
とである．①や②は試料が触れる可能性のある器具につ
いては必ず対応が必要であり，やむを得ず使用する場合
は，事前のブランク値の確認や添加回収試験の実施が必
須である．最近では，PFAS フリーのバイアル 164）,165）や
PFAS 分析向け SPE カートリッジ 166）が販売されている．
また，測定装置のブランク値の低減に関して改善できる
点としては，LC のポンプ部，オートサンプラ部等が考
えられる．LC 部材には，ポリテトラフルオロエチレン

（PTFE）が用いられていることが多く，例えば移動相用
の溶媒配管やフィルター，ポンプのピストンシール，オー
トサンプラのローターシール等がある．これらはステン
レス製や PP，ポリエチレン（PE）製へ変更可能であれ

 

国 供給機関 製品番号 材質 形状 認証項目 参考値に記載の物質 参考情報に記載の物質 
欧州 IRMM ERM-EC590 低密度ポリエチレン ペレット状 臭素, BDE-47, BDE-99, BDE-100, BDE-153, BDE-

154, BDE-183, BDE-197+204, BDE-209, BB-209 
アンチモン BDE-17, BDE-28, BDE-49, BDE-

66, BDE-74, BDE-75, BDE-85, 
BDE-197+118, BDE-101, BDE-
119, BDE-138, BDE-139, BDE-
155, BDE-173+190, BDE-181, 
BDE-182, BDE-207, BDE-208 

IRMM ERM-EC591 ポリプロピレン ペレット状 臭素, BDE-28, BDE-47, BDE-99, BDE-100, BDE-
153, BDE-154, BDE-183, BDE-197+204, BDE-
209, BB-209 

アンチモン BDE-17, BDE-49, BDE-66, BDE-
74, BDE-75, BDE-85, BDE-
97+118, BDE-101, BDE-119, 
BDE-138, BDE-139, BDE-155, 
BDE-173+190, BDE-180, BDE-
181, BDE-182, BDE-207, BDE-
208 

ドイツ BAM BAM-B001 ゴム ペレット状 フルオレン, フェナントレン, アントラセン, 
フルオランテン, ピレン, ベンゾ[a]アントラセ
ン, クリセン, ベンゾ[b]フルオランテン, ベン
ゾ[k]フルオランテン, ベンゾ[j]フルオランテ
ン, ベンゾ[e]ピレン, ベンゾ[a]ピレン, インデ
ノ[1,2,3-cd]ピレン, ベンゾ[ghi]ペリレン, ナフ
タレン, アセナフチレン, アセナフテン, ジベ
ンゾ[a, h]アントラセン 

― ― 

中国 NIM GBW08412※1 ポリエチレン 角板状 DBDE ― ― 

NIM GBW08413※2 ポリエチレン 角板状 DBDE ― ― 

韓国 KRISS 113-03-006 ポリ塩化ビニル ペレット状 DMP, DEP, DBP, BBP, DEHP, DNOP ― ― 

KRISS 113-03-009 耐衝撃性ポリスチレン ペレット状 γ-HBCD ― α-HBCD, β-HBCD 

KRISS 113-03-010 耐衝撃性ポリスチレン ペレット状 ベンズ[a]アントラセン, ベンゾ[a]ピレン ― ― 

日本 NMIJ 8108-b ポリスチレン ディスク状 DBDE ― 臭素 

NMIJ 8110-b※2 ポリスチレン ディスク状 DBDE  ― 臭素 

NMIJ 8152-b ポリ塩化ビニル ペレット状 DEP, DBP, BBP, DCHP, DEHP ― DMP, DIBP, DNOP, DEHA 

NMIJ 8155-a ABS 樹脂 角板状 PFOS ― 塩素, 臭素 

NMIJ 8156-a※1 ポリ塩化ビニル ペレット状 DEP, DPrP, DBP, BBP, DPeP, DHxP, DCHP, DEHP ― DMP, DIBP, DHpP, DNOP 
※1: 高濃度; ※2: 低濃度; IRMM: 欧州標準物質・計測研究所; BAM:ドイツ連邦材料試験研究所; NIM: 中国計量科学研究院; KRISS: 韓国標準科学研究所; BDE-47: 2,2',4,4'-テトラブロモジフェ
ニルエーテル; BDE-99: 2,2',4,4',5-ペンタブロモジフェニルエーテル; BDE-100: 2,2',4,4',6-ペンタブロモジフェニルエーテル; BDE-153: 2,2',4,4',5,5'-ヘキサブロモジフェニルエーテル; BDE-154: 
2,2',4,4',5,6'-ヘキサブロモジフェニルエーテル; BDE-183: 2,2',3,4,4',5',6-ヘプタブロモジフェニルエーテル; BDE-197: 2,2',3,3',4,4',6,6'-オクタブロモジフェニルエーテル; BDE-204: 
2,2',3,4,4',5,6,6'-オクタブロモジフェニルエーテル; BDE-209: デカブロモジフェニルエーテル; BB-209; デカブロモビフェニル; BDE-17: 2,2',4-トリブロモジフェニルエーテル; BDE-28: 2,4,4'-ト
リブロモジフェニルエーテル; BDE-49: 2,2',4,5'-テトラブロモジフェニルエーテル; BDE-66: 2,3',4,4'-テトラブロモジフェニルエーテル; BDE-74: 2,4,4',5-テトラブロモジフェニルエーテル; BDE-
75: 2,4,4',6-テトラブロモジフェニルエーテル; BDE-85: 2,2',3,4,4'-ペンタブロモジフェニルエーテル; BDE-197: 2,2',3,3',4,4',6,6'-オクタブロモジフェニルエーテル; BDE-118: 2,3',4,4',5-ペンタブ
ロモジフェニルエーテル; BDE-101: 2,2',4,5,5'-ペンタブロモジフェニルエーテル; BDE-119: 2,3',4,4',6-ペンタブロモジフェニルエーテル;BDE-138: 2,2',3,4,4',5'-ヘキサブロモジフェニルエーテ
ル; BDE-139: 2,2',3,4,4',6-ヘキサブロモジフェニルエーテル;BDE-155: 2,2',4,4',6,6'-ヘキサブロモジフェニルエーテル; BDE-173: 2,2',3,3',4,5,6-ヘプタブロモジフェニルエーテル; BDE-190: 
2,3,3',4,4',5,6-ヘプタブロモジフェニルエーテル; BDE-181: 2,2',3,4,4',5,6-ヘプタクロロジフェニルエーテル; BDE-182: 2,2',3,4,4',5,6'-ヘプタブロモジフェニルエーテル; BDE-207: 
2,2',3,3',4,4',5,6,6'-ノナブロモジフェニルエーテル; BDE-208: 2,2',3,3',4,5,5',6,6'-ノナブロモジフェニルエーテル; BDE-180: 2,2',3,4,4',5,5'-ヘプタブロモジフェニルエーテル;DBDE:デカブロモジ
フェニルエーテル; HBCD: ヘキサブロモシクロドデカン; DEHA:アジピン酸ジ(2-エチルヘキシル); DHpP:フタル酸ジ-n-ヘプチル 

表 11　各国の国家計量標準機関から供給されている有機物質分析用プラスチック認証標準物質（CRM）169）-173）
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CRM の需要は益々高まっていくことが予想される．こ
のような需要に対応するために，今後は特に規制強化が
予想されている CP や PFAS の分析法の高度化へ注力し
ていきたいと考えている．特に PFAS については製品中
ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）についての
分析法の公定法があるため，それをもとにその他の類縁
化合物に適用可能な分析条件の検討を進めたい．最終的
には一次標準測定法である同位体希釈質量分析法と組み
合わせることで，標準物質開発へつなげていきたい．さ
らに，簡便迅速な分析法が求められている製品含有化学
物質のスクリーニング分析技術開発についても行う予定
である．スクリーニング分析技術については将来的に国
際標準化を視野に入れている．
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